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株式会社リーディの株式取得（子会社化）に関するお知らせ 

―― ＳＥＳ事業参入によりＤＸサポート事業の領域を拡大 ―― 
 
 

 株式会社サイネックスは、令和６年12月20日、会社法第370条による決議（取締役

会決議に替わる書面決議）により、株式会社リーディ（大阪市中央区：代表取締役社

長 古春司 非上場 以下「リーディ」という。）の全株式を取得して子会社化すること、

ついてはリーディの株主と株式譲渡契約書を締結することを決議いたしましたので、

お知らせします。 

 

１．株式取得の理由 

当社グループは、地域社会への貢献という経営理念の実現のため、地方自治体や地域事業者の

パートナーとして、官民協働による地域行政情報誌『わが街事典』の発行やデジタルサイネージ

『わが街ＮＡＶＩ』の設置など、広報やプロモーションの提供により、全国で地方創生支援事業

に取り組んでおります。 

当社は、地域住民の生活を豊かにするサステナブルな地域社会の創造を目的として、「官民協働」

の考え方と「デジタル・トランスフォーメーション（ＤＸ）」を促進して、地方自治体や地域事業

者のプロモーションやビジネスを支援し、地方創生に取り組んでおります。 

今般子会社化するリーディは、システム開発や運用のため、企業にＳＥ（システムエンジニア）

を派遣し、技術力や労働力を提供するＳＥＳ（System Engineering Service（システムエンジニ

アリングサービス））を展開しております。 

リーディを当社グループに迎えることにより、ＤＸサポート事業において、ＳＥＳをはじめ、

システム・ソフト開発体制の強化が可能となり、当社グループのＤＸサポート事業の領域を拡大

し、サービス拡充を図ることにより、地方創生支援に貢献するものと考えます。 

 

２．株式会社リーディの概要 

（1） 名 称 株式会社リーディ 

（2） 所 在 地 大阪市中央区博労町３丁目３番７号 ビル博丈 10 階 

（3） 代表者の役職・氏名 代表取締役 古春 司（注１） 

（4） 事 業 内 容 Ｗｅｂアプリ／システム開発、ＳＥＳ 

（5） 資 本 金 10,000 千円 

（6） 設 立 年 月 日 平成 27 年 4 月 1 日 

（7） 大株主および持株比率 古春 司  100.0％ 
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（8） 
上場会社と当該会社と

の 間 の 関 係 
資本関係、人的関係、取引関係等該当事項はありません 

（9） Ｕ Ｒ Ｌ https://www.ridi.co.jp/ 

（10） 当該会社の最近３年間の経営成績および財政状態                   （単位：百万円） 

決算期 令和４年３月期 令和５年３月期 令和６年３月期 

 純 資 産 136 215 298 

 総 資 産 185 284 364 

 １株当たり純資産（円） 2,277,862 3,587,274 4,979,983 

 売 上 高 302 483 532 

 営 業 利 益 53 88 96 

 経 常 利 益 86 107 115 

 当 期 純 利 益 62 78 83 

 １株当たり当期純利益（円） 1,047,862 1,309,412 1,392,708 

 １ 株 当 た り 配 当 金 － － － 

（注）1．代表取締役古春司氏は株式取得日をもって辞任し（取締役は継続）、新たに代表取締役に当社執行役員

企画開発本部副本部長の村田将規氏が就任予定です。 

2．上記の経営成績および財政状態に記載の数値は、監査法人による監査を受けたものではありません。 

 
３．株式取得の相手先の概要 

（1） 氏 名 古春 司 

（2） 住 所 大阪府泉佐野市 

（3） 上 場 会 社 と 

当 該 個 人 の 関 係 
資本関係、人的関係、取引関係等該当事項はありません 

 

４．取得株式数および取得前後の所有株式の状況 

（1） 異動前の所有株式数 －株（議決権の数：－個）（議決権所有割合：－％） 

（2） 取得株式数 60 株（議決権の数：60 個） 

（3） 異動後の所有株式数 60 株（議決権の数：60 個）（議決権所有割合：100.0％） 

※取得価額につきましては、相手方の意向で非開示といたします。 

 

５．株式取得の日程 

令和 6 年 12 月 20 日 株式譲渡契約承認取締役会  

令和 6 年 12 月 20 日 株式譲渡契約書締結 

令和 7 年 1月 6 日  株式取得（予定） 

 

６．今後の見通し 

本件による今期業績予想に与える影響は軽微であります。今後、新たに開示すべき事項が発生

した場合には、速やかに適時開示いたします。 
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地地方方創創生生ののププララッットトフフォォーームムへへ 

http://www.scinex.co.jp 


